
一般競争入札の実施について（公告） 
 

令和７年度　公益財団法人新潟県下水道公社　次亜塩素酸ナトリウム購入その１ 
 

　公益財団法人新潟県下水道公社会計規程第１８条の規定により、次亜塩素酸ナトリウム購入そ

の１契約について、次のとおり一般競争入札を行う。 
　 
　令和７年２月２０日 
 

公益財団法人 新潟県下水道公社 理事長　 
 
 
１　入札に付する事項 

(1)　物品名　 
　次亜塩素酸ナトリウム 

(2)　入札案件の仕様等 
　別紙 仕様書による。 

(3)　納入場所 
　 　 　  ①　 新潟浄化センター 　　　 新潟市東区下山３丁目６８０番地  
 　　　②　 新津浄化センター  　  　新潟市秋葉区古田ノ内大野開２番地 

     　③　長岡浄化センター        長岡市上柳町２５７番地３ 

 
２　本件入札に関する問合せ等 

問合せ先　公益財団法人新潟県下水道公社 
（新潟県新潟市東区下山３丁目６８０番地） 

 
３　入札執行の日時及び場所 

(1) 日　時　令和７年３月２４日（月）９：３０　 
(2) 場　所　新潟県新潟市東区下山３丁目６８０番地 

新潟浄化センター 
 

４　入札に参加する者に必要な資格 
本件入札に参加する者は、一の個人又は法人であって、次に掲げる要件のすべてを満たし

ている者でなければならない。 
(1) 以下の条件にいずれにも該当しない者 

ア　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 
イ　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
ウ　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第32条第１

項各号に掲げる者 
エ　新潟県暴力団排除条例（平成２３年新潟県条例第23号）第６条に定める暴力団、暴力

団員又はこれらの者と社会的に排除されるべき関係を有する者 
(2) 本入札の公告日現在で、次のいずれにも該当しない者であること。 

ア　民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定による再生手続き開始の申立

をしている者又は同条第２項の規定に基づく再生手続開始の申立をされている者 
イ　会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項の規定による更生手続開始の申立を

している者又は同条第２項の規定に基づく更生手続開始の申立をされている者 



  (3) 新潟県物品入札参加資格審査規程（昭和５６年１月２０日新潟県告示第１６５号。以下「入

    札参加資格審査規程」という。）第２条に該当し、第９条第１号から第５号に該当しないこ 
　　と。 
  (4) 入札参加資格審査規程に基づく入札参加資格の審査を受け、令和５･６･７年度入札参加資

    格者名簿の営業種目「工業用薬品・施設用消耗資材」に登載されている者であること。 
  (5) 新潟県内に本社、支店又は営業所を有すること。 
  (6) 公益財団法人新潟県下水道公社、地方公共団体、各県下水道公社に次亜塩素酸ナトリウム

    の納入実績がある者又は公益財団法人新潟県下水道公社の指名実績がある者 
  (7) 本件業務に係る入札参加意向書を提出した日から本件業務の入札日までの間において、新

    潟県知事から指名停止の措置を受けた者（指名停止期間の一部が属するものを含む。）でな 
    いこと。 

(8) ５に定めるところにより、入札参加意向書及び添付書類（以下｢入札参加意向書等｣とい

　　う。）を提出したもの。 
 

５　本件入札に係る参加資格の確認 
本件入札に参加を希望する者は、次に定めるところにより、入札参加意向書等を提出しな

ければならない。 
この場合において、次に定めることに従わなかった者及び本件入札に参加する資格がある

と認められなかった者は、入札に参加することができない。 
　(1) 入札参加意向書等の入手方法 
    ア　期　　間：　令和７年２月２０日(木)から令和７年３月４日（火）まで 
    イ  入手方法：　公益財団法人新潟県下水道公社ホームページからダウンロード 

(2) 入札参加意向書等の提出 
    ア　提出期限　令和７年３月４日（火）午後５時まで 
    イ　提出場所　新潟県新潟市東区下山３丁目６８０番地  

公益財団法人 新潟県下水道公社 
    ウ　提出方法　本人（法人にあっては、代表権限を有する者。以下同じ。）又は代理人の持 

      参とする。 
    エ　提出書類 
      (ｱ) 入札参加意向書（別紙１） 
      (ｲ) 納入（指名）実績調書（別紙２） 
      (ｳ) 暴力団等の排除に関する誓約書（別紙３） 

(3) 参加資格の確認結果の通知 
　　ア　本件入札に係る参加資格の確認結果について、入札参加を認める者には入札通知書、認

　　　めない者には一般競争入札参加資格確認結果通知書により通知する。 
　　イ　参加資格が認められなかった者は、一般競争入札参加資格確認結果通知書に指定された

　　　日までの間、その理由の説明を書面（様式自由）により請求することができる。 
 
６　入札手続等 

(1) 入札の方法 
      本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が  

    持参する場合は、委任状を持参すること。 
(2) 入札書の名義人 

    　本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 
(3) 入札書の記載 

ア　使用する言語及び通貨は、日本語（名義に関する部分を除く。）及び日本国通貨とする。 



イ　入札は１kg当たりの単価入札とする。 
ウ　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の10に相当する額

を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた

金額。）をもって落札金額とするので、入札者は（消費税及び地方消費税に係る課税事業

者であるか免税事業者であるかを問わず、自己の見積もった契約希望金額の110分の100

に相当する金額を入札書に記載すること 
(4) 落札者の決定方法 

 入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効

    な入札を行った者を落札者とする。 
 

７　無効入札 
次に掲げる入札のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

(1) 入札に参加する者に必要な資格のない者及び入札参加意向書に虚偽の記載をし、これを

提出した者がした入札 
(2) 入札に参加する条件に違反した入札 
(3) 入札書の記載事項のうち、入札金額、入札者の氏名その他主要な事項が識別し難い入札 
(4) 同一の入札者が2以上の入札をしたときは、その全部の入札 
(5) 脅迫その他不正の行為によってした入札 
(6) その他入札に関する条件に違反した入札 
(7) 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不正行為をし

たと認められる入札 
 

８　その他 
(1) 入札参加意向書等の取扱い 

ア　入札参加意向書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 
イ　提出された入札参加意向書等は、提出者に無断で使用しない。 
ウ　提出された入札参加意向書等は、返還しない。 

(2) その他 
ア　契約の手続きにおいて使用する言語及び通貨は日本語（契約当事者に関する記載部分

を除く。）及び日本国通貨とする。 
イ　契約の停止等 

　本件調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがあ

る。 
ウ　この公告に定めるもののほか、入札及び契約の内容に関しては、公益財団法人新潟県

下水道公社入札実施要領の定めるところによる。 


